
 

『中小企業向け資金繰り支援 再生支援強化し一部延長』 
 

 経済産業省はこのほど、今後の中小企業向け資金繰り支援について公表した。大枠としては、コロナ

に焦点を当てた支援策は終了しつつ、いまだ影響に苦しむ事業者への再生支援を強化するとともに、

円安等の経済情勢で苦しむ事業者への支援制度を継続させる。 

 具体的には、「コロナセーフティネット保証４号」「コロナ借換保証」は本年6 月末にて終了（※但し能登

半島地震の影響が残る地域は継続）。「コロナ禍経営改善サポート保証（１００％保証で借換、保証料０．

２％、上限２．８億円、保証期間１０年）」や「コロナ資本性劣後ローン（限度額

を１０億円から１５億円まで引上げ）」は、本年１２月末まで延長し、信用保証

協会向けの改正監督指針等の運用を開始するなど、関係機関による支援

を強化する。また、建材費御等の価格高騰対策として実施している日本公

庫等の「セーフティネット貸付」は、災害貸付金利を適用した上で、本年１２

月末まで延長される。 

 同省は、関係省庁とともに、官民金融機関等に対しコロナ資金繰り支援策

の転換を踏まえた事業者支援の徹底等を要請するとともに、「事業再生情

報ネットワーク」についての中小企業活性化協議会での運用を６月１７日か

ら開始。 

 

『３社に２社、利益にマイナス 円安進行の影響で』 
 

 帝国データバンクは、円安が企業に及ぼす影響についてアンケート調査を実施、その結果を発表し

た。それによると、昨今の円安の進行が自社の売上高に「マイナス影響」と回答した企業は３５．０％だっ

た。一方、経常利益に「マイナス影響」は６３．９％で、ほぼ３社に２社が円安によって、利益面でマイナス

の影響を受けていることが分かった。この調査は２０２４年５月１０日から１５

日までインターネットで実施、有効回答企業数は１０４６社だった。 

 「売上高」と「利益」それぞれの影響の組み合わせで見ると、「売上高」マ

イナス影響×「利益」マイナス影響が３１．７％で最も高く、３割超の企業が

「売上高・利益ともにマイナスの影響」を受けている。次いで「売上高」影響

なし×「利益」マイナス影響（２３．７％）、「売上高」影響なし×「利益」影響

なし（２３.５％）が続いている。 

 自社にとって適正な為替レートの水準はどのくらいか尋ねたところ、「１２

０円以上～１３０円未満」が２８．９％で最も割合が高い。次いで「１１０円以

上～１２０円未満」（２１．２％）が続き、半数の企業（５０．１％）が「１ドル＝１

１０円～１２０円台」を適正な水準と考えている。「１３０円以上」は約２割

だった。             

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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